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デジタル技術導入補助金事務局　様                                      西暦 2024 年　　月　　日
中小・小規模企業省エネ・デジタル環境整備緊急対策事業費補助金(デジタル技術導入)交付申請書

	１　企業概要

	事業者名
	フリガナ
	

	
	法人名又は屋号
	

	
	代表者役職名
	

	
	フリガナ
	
	

	
	代表者名
	(姓)
	(名)

	所在地
	※法人は登記住所、個人は本人確認書類の住所を記入してください。
〒　　　 　―
北海道

	申請者の
種別
	選択
	· 法 人
	法人番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　

	
	
	□ 個人事業者
	生年月日
	西暦　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	担当者
※代表者名と同じ
場合は記載不要
	役 職 名
	

	
	フリガナ
	
	

	
	氏名
	(姓)
	(名)

	連絡先
※日中連絡がつく番号を記載
	固定電話
	　　　　　　　 －　　　　　　　　－

	
	携帯電話
	　　　　　　　 －　　　　　　　　－

	事業者
概　要
	資本金等
	円　※法人のみ
	従業員数
	人　※法人のみ

	
	設立年月日
	年　　月　　日
	業　　種
	


　
	２　事業内容

	事 業 名 称
	

	事業実施期間
	(開始日)西暦　　　　年 　　月　 　日　～　(完了日)西暦　　 　　年　 　月　 　日
交付決定された場合、補助事業実施期間は「交付決定日～2025年1月31日までに実績報告提出を完了できる日（通常2025年1月17日）」となることを予めご承知おきください。（なお、2023年12月14日以降に発生した経費は補助対象経費に算入可能です。）

	直面して
いる課題
	








	取組と効果
	












	
３　事業の開始から完了までのスケジュール
※２ 事業内容で定めた事業期間内の予定を記載してください。

	年月
	内　　　　容

	西暦　　　年　　月
	

	西暦　　　年　　月
	

	西暦　　　年　　月
	

	西暦　　　年　　月
	



	４　応募要件確認

	以下のいずれかに該当する場合は、□にチェックを記入し「申請の手引き」を参照の上、必要書類を提出してください。
□　❶ 2021年10月～2023年8月に創業した法人又は個人事業者
□　❷ 2023年9月～2023年11月に創業した法人又は個人事業者
□　❸ 主たる収入を雑収入・給与所得で確定申告した個人事業者

	減少率の選択　
	□売上高の減少率　　□付加価値額の減少率　※使用する減少率に□チェック



	1 比較期間(売上高等が減少した期間)
(2022年1月以降の連続する6か月のうち任意の3か月)

	· 上記❶に該当する場合は、2022年1月以降の連続する6か月のうち任意の3か月の売上高(あるいは付加価値額)
· 上記❷に該当する場合は、2023年12月の売上高(あるいは付加価値額)

	年
	月
	金額(円)

	西暦　　　　年
	月
	円

	西暦　　　　年
	月
	円

	西暦　　　　年
	月
	円

	1 比較期間合計
	円



	2 基準期間(売上高等が減少する前の期間)
(2019年から2021年の同3か月)

	· 上記❶に該当する場合は、創業日から2023年9月30日の間の一日平均額×左欄3か月と同じ日数
· 上記❷に該当する場合は、創業日から2023年11月30日の間の一日平均額×2023年12月の日数
· 上記❸に該当する場合は(様式第1号 別紙2)を添付の上、同様式に従うこと

	年
	月
	金額(円)

	西暦　　　　年
	月
	円

	西暦　　　　年
	月
	円

	西暦　　　　年
	月
	円

	2 基準期間合計
	円



	(1) 減少率＝(②基準期間合計 - ①比較期間合計 )/②基準期間合計×１００
	(1)    ％

	(ア)減少率によって補助率が異なります。下表でご確認ください（該当する□へチェックを記入してください）。
なお、補助率の算出に誤りがある場合は、事務局にて修正の上審査いたしますのでご了承ください。


	チェック
	売上高の減少率
	付加価値額の減少率
	（イ）補助率

	□
	10％以上
	15％以上
	補助対象経費の 1/2 (以内)

	□
	20％以上
	25％以上
	補助対象経費の 3/4 (以内)


 

	５　補助対象経費及び補助金申請額

	No.
	補助対象
経費区分
	品名・品番・数量等
	使用目的
(具体的になぜ必要なのか、
何に使用するのかを記載)
	補助対象経費金額
(税抜)

	1
	
	
	
	円

	2
	
	
	
	円

	3
	
	
	
	円

	4
	
	
	
	円

	5
	
	
	
	円

	6
	
	
	
	円

	7
	
	
	
	円

	8
	
	
	
	円

	9
	
	
	
	円

	10
	
	
	
	円

	11
	
	
	
	円

	12
	
	
	
	円

	(ウ)補助対象経費合計額
	円



	(エ)補助金申請額 ＝ (ウ)補助対象経費合計額 × (イ)補助率
※補助率は前頁参照（1/2又は3/4）
※上限200万円、下限10万円（千円未満は切り捨て）
	(エ)補助金申請額
	　円


※「補助対象経費区分」には「申請の手引き」を参照の上、「機械装置・システム等費」「広報費」「クラウド使用料」「借料」「委託費」「外注費」の何れかを記載してください。
※物品等の内容が分かる資料（見積書、カタログ等）を添付してください。（申請の手引き参照）
※添付する資料には、どの経費の資料か突合できるように左部の該当する番号を記載の上、ホチキスなどでまとめてください。


	■添付書類の確認（同封したことを確認し、□へチェックを記入してください。）
	ﾁｪｯｸ

	1
	(法人のみ)確定申告書 別表1の写し　
	□

	2
	(法人のみ)法人事業概況説明書の写し　表面・裏面
	□

	3
	(法人のみ)履歴事項全部証明書(原本)　※3カ月以内に発行されたもの
	□

	4
	(個人のみ)確定申告書 第一表の写し
	□

	5
	(個人のみ)所得税青色申告決算 (青色 一般)または収支内訳書(白色,青色(農業,現金)) の写し
	□

	6
	(個人のみ)本人確認書類の写し（運転免許証などの住所、氏名、顔写真が記載された公的機関の発行物）
	□

	7
	誓約書(別紙１)
	□

	8
	売上台帳 または 損益計算書の写し
	□

	9
	「５ 補助対象経費及び補助金申請額」欄に記載した物品等の見積書、カタログ等
	□

	10
	(営業許可が必要な業種のみ)営業許可証の写し
	□


※　2021年10月1日から2023年11月30日までに創業・開業した個人事業者は開業・廃業等申出書を提出してください。
※　賃借物件に改修工事等を行う場合、貸主の承諾書を提出してください。
※　その他、事務局より資料提出を求める場合があります。
※　ご提出いただいた書類は返却不可です。事前にコピー等の控えをとった上でご提出ください。
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